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第１部 最近の犯罪の動向と犯罪者の処遇

１ 刑法犯

平成２１年の刑法犯の主な統計データは，次のとおりである。

平成２１年の主な統計データ（刑法犯）

（前年比） 【平成２年比】

１ 認知件数
刑法犯 ２，３９９，７０２件 （－１３３，６４９件，－５．３％） ［＋８．２％］
うち一般刑法犯 １，７０３，３６９件 （－１１５，００５件，－６．３％） ［＋４．１％］
うち窃盗を除く一般刑法犯 ４０４，０７５件 （－４１，４５９件，－９．３％）［＋１０９．８％］

２ 検挙件数
刑法犯 １，２４１，３５７件 （－４７，３６３件，－３．７％） ［－２．５％］
うち一般刑法犯 ５４５，０２４件 （－２８，７１９件，－５．０％）［－２１．３％］
うち窃盗を除く一般刑法犯 １８３，０５５件 （－１０，８４９件，－５．６％）［＋１７．９％］

３ 検挙人員
刑法犯 １，０５１，８３８人 （－３０，１１７人，－２．８％）［＋１６．９％］
うち一般刑法犯 ３３３，２０５人 （－６，８９５人，－２．０％）［＋１３．６％］
うち窃盗を除く一般刑法犯 １５７，３８２人 （－７，９８０人，－４．８％）［＋３３．７％］

４ 発生率
刑法犯 １，８８２．０ （－１０２．０pt）［＋８８．０pt］
一般刑法犯 １，３３５．９ （－８８．２pt）［＋１１．９pt］
窃盗を除く一般刑法犯 ３１６．９ （－３２．０pt）［＋１６１．１pt］

５ 検挙率
刑法犯 ５１．７％ （＋０．９pt） ［－５．７pt］
一般刑法犯 ３２．０％ （＋０．４pt） ［－１０．３pt］
窃盗を除く一般刑法犯 ４５．３％ （＋１．８pt） ［－３５．３pt］

注 警察庁の統計及び総務省統計局の人口資料による。

※ 「一般刑法犯」とは，刑法犯全体から自動車運転過失致死傷等を除いたものをいう。
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注  １　警察庁の統計による。       
　  ２　昭和30年以前は，14歳未満の少年による触法行為を含む。       
　  ３　昭和40年以前の一般刑法犯は，業過を除く刑法犯である。       
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１‐１‐１‐１図 刑法犯 認知件数・検挙人員・検挙率の推移

（１）刑法犯全体
刑法犯の認知件数は，平成８年から毎年戦後最多を更新し，１４年に３６９万３，９２８件を記録し

た後，１５年から減少に転じて，毎年減少し続け，２１年は２３９万９，７０２件（前年比１３万３，６４９件

（５．３％）減）まで減少した。最近の認知件数の減少は，窃盗の認知件数が１５年から毎年減少

したことが大きな要因となっている。また，窃盗を除く一般刑法犯の認知件数も，１７年から

毎年減少している。このように，刑法犯の認知件数は，最近減少しているが，戦後を通じて

見れば，まだ相当高い水準にある。

刑法犯の発生率の動向は，認知件数とほぼ同様である。平成１０年（２，１２７．２）以降，毎年

戦後最高を更新し，１４年に２，８９７．５を記録した後，１５年から毎年低下し続け，２１年は１，８８２．０

（前年比１０２．０pt 低下）であった。
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罪 名 認知件数 発生率 検挙件数 検挙人員 検挙率
前 年 差

認知件数 発生率 検挙件数 検挙人員 検挙率
総 数 ２，３９９，７０２１，８８２．０ １，２４１，３５７ １，０５１，８３８ ５１．７ △１３３，６４９ （△５．３）△１０２．０

（△５．１）
△４７，３６３ （△３．７） △３０，１１７ （△２．８） ０．９

殺 人 １，０９４ ０．９ １，０７４ １，０３６ ９８．２ △２０３ （△１５．７） △０．２ △１６３ （△１３．２） △１７５ （△１４．５） ２．８
強 盗 ４，５１２ ３．５ ２，９２３ ３，０６９ ６４．８ ２３４ （５．５） ０．２ ３１１ （１１．９） ２５６ （９．１） ３．７

傷 害 ２６，４６４ ２０．８ １９，３８８ ２２，２５３ ７３．３ △１，８２７ （△６．５） △１．４ △７９２ （△３．９） △９１１ （△３．９） １．９
暴 行 ２９，６３８ ２３．２ ２１，２３８ ２１，３７６ ７１．７ △２，００３ （△６．３） △１．５ △６８７ （△３．１） △１，００３ （△４．５） ２．４
脅 迫 ２，３４８ １．８ １，７８１ １，５６２ ７５．９ △３０３ （△１１．４） △０．２ △１７２ （△８．８） △２６２ （△１４．４） ２．２
凶器準備集合 １５ ０．０ １５ ７３ １００．０ △１ （△６．３） △０．０ ２ （１５．４） △１０ （△１２．０） １８．８

窃 盗 １，２９９，２９４１，０１９．０ ３６１，９６９ １７５，８２３ ２７．９ △７３，５４６ （△５．４） △５６．１
（△５．２）

△１７，８７０ （△４．７） １，０８５ （０．６） ０．２

詐 欺 ４５，１６２ ３５．４ ２８，７５３ １２，５４２ ６３．７ △１９，２６５ （△２９．９） △１５．０ △１，５２４ （△５．０） ５０６ （４．２） １６．７
恐 喝 ５，５３０ ４．３ ３，２９７ ３，９６１ ５９．６ △８１９ （△１２．９） △０．６ △４０４ （△１０．９） △５１３ （△１１．５） １．３
横 領 ６５，１７６ ５１．１ ６１，７５７ ６０，９９２ ９４．８ △５，１８８ （△７．４） △４．０ △４，１６３ （△６．３） △４，４０４ （△６．７） １．１
遺失物等横領 ６３，２１３ ４９．６ ６０，４３３ ５９，９１９ ９５．６ △４，９５８ （△７．３） △３．８ △４，００２ （△６．２） △４，３３７ （△６．７） １．１

背 任 ２９ ０．０ ２３ ２５ ７９．３ △１２ （△２９．３） △０．０ △８ （△２５．８） △５ （△１６．７） ３．７
盗品譲受け等 ３，６０７ ２．８ ３，３９７ ３，１７２ ９４．２ △２５９ （△６．７） △０．２ △２２４ （△６．２） △２３２ （△６．８） ０．５

強 姦 １，４０２ １．１ １，１６３ ９１８ ８３．０ △１８０ （△１１．４） △０．１ △１６３ （△１２．３） △３３ （△３．５）△０．９
強制わいせつ ６，６８８ ５．２ ３，５６３ ２，１２９ ５３．３ △４２３ （△５．９） △０．３ ８ （０．２） △９０ （△４．１） ３．３
公然わいせつ ２，３５７ １．８ １，８１０ １，６２６ ７６．８ △４ （△０．２） △０．０ ２８ （１．６） １３ （０．８） １．３
わいせつ物頒布等 ７９７ ０．６ ７６８ ８２０ ９６．４ △１９ （△２．３） △０．０ △１９ （△２．４） △３７ （△４．３）△０．１

危険運転致死傷 ３２５ ０．３ ３２５ ３１７ １００．０ △２７ （△７．７） △０．０ △２７ （△７．７） △３２ （△９．２） ０．０

放 火 １，３０６ １．０ ９１３ ６３１ ６９．９ △１１８ （△８．３） △０．１ △１４１ （△１３．４） △２８ （△４．２）△４．１
失 火 ２４１ ０．２ １０３ ６７ ４２．７ △３２ （△１１．７） △０．０ △２０ （△１６．３） △１５ （△１８．３）△２．３

贈 収 賄 ４６ ０．０ ４４ ７１ ９５．７ △２８ （△３７．８） △０．０ △３４ （△４３．６） △４９ （△４０．８）△９．８
略取誘拐・人身売買 １５６ ０．１ １４０ １０１ ８９．７ １ （０．６） ０．０ △１ （△０．７） △２８ （△２１．７）△１．２
公務執行妨害 ３，０７１ ２．４ ２，９５２ ２，６９８ ９６．１ △１６８ （△５．２） △０．１ △１１９ （△３．９） △２４７ （△８．４） １．３
住 居 侵 入 ２３，８６３ １８．７ ８，２３４ ５，５４７ ３４．５ △９４４ （△３．８） △０．７ △４４８ （△５．２） △３３４ （△５．７）△０．５
器 物 損 壊 １６９，２９２ １３２．８ １２，０６２ ６，１６０ ７．１ △８，８９９ （△５．０） △６．８ △１，０６７ （△８．１） △３２０ （△４．９）△０．２
偽 造 ５，７９０ ４．５ ３，９９２ １，７１０ ６８．９ △７１３ （△１１．０） △０．６ △１，１０５ （△２１．７） △１００ （△５．５）△９．４
賭博・富くじ ３５２ ０．３ ３４９ １，３８８ ９９．１ ８１ （２９．９） ０．１ ９７ （３８．５） ２９ （２．１） ６．２

暴力行為等処罰法
（ ２ 条 ・ ３ 条 ） １７３ ０．１ １５３ ２３７ ８８．４ ８２ （９０．１） ０．１ ６６ （７５．９） １３４ （１３０．１）△７．２

自動車運転
過失致死傷等

６９６，３３３ ５４６．１ ６９６，３３３ ７１８，６３３ １００．０ △１８，６４４ （△２．６） △１３．８
（△２．５）

△１８，６４４ （△２．６） △２３，２２２ （△３．１） ０．０

そ の 他 ４，６４１ ３．６ ２，８３８ ２，９０１ ６１．２ △４２２ （△８．３） △０．３ △８０ （△２．７） △９０ （△３．０） ３．５

１‐１‐１‐２表 刑法犯 認知件数・発生率・検挙件数・検挙人員・検挙率（罪名別）
（平成21年）

注 １ 警察庁の統計及び総務省統計局の人口資料による。
２ 「遺失物等横領」の件数・人員は，横領の内数である。
３ （ ）内は，増減率である。

平成２１年における刑法犯の認知件数の罪名別構成比を見ると，窃盗が５４．１％と最も高く，

次いで，自動車運転過失致死傷等，器物損壊，横領（遺失物等横領を含む。），詐欺の順で

あった。
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注　１　警察庁の統計による。
　　２　犯行時の年齢による。
　　３　昭和55年から60年の間は，「60 ～ 64歳」と「65 ～ 69歳」を区分した統計データがないため，「60 ～ 69歳」の人員を

「60 ～ 64歳」の人員として計上している。

（昭和55年～平成21年）
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１‐１‐１‐５図 一般刑法犯 検挙人員の年齢層別構成比の推移

刑法犯の検挙人員は，平成１０年に１００万人を超え，１１年から毎年戦後最多を更新し，１６年

に１２８万９，４１６人を記録した後，毎年減少し続け，２１年は１０５万１，８３８人（前年比３万１１７人

（２．８％）減）まで減少した（２頁の１‐１‐１‐１図参照）。

平成２１年における刑法犯検挙人員の罪名別構成比を見ると，自動車運転過失致死傷等が

６８．３％を占め，次いで，窃盗，横領（遺失物等横領を含む。），傷害の順であった。

一般刑法犯について，検挙人員の年齢層別構成比の推移（最近３０年間）を見ると，最近は，

全般的に高年齢化が進み，平成２１年には，６５歳以上の高齢者が１４．４％（４万８，１１９人）を占

めている。
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注　１　警察庁の統計及び総務省統計局の人口資料による。
　　２　昭和30年以前は，14歳未満の少年による触法行為を含む。
　　３　昭和40年以前は，業過を除く刑法犯である。
　　４　「人口比」は，14歳以上の女子の一般刑法犯検挙人員の人口比である。
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１‐１‐１‐６図 女子の一般刑法犯 検挙人員・人口比の推移

女子の一般刑法犯の検挙人員は，平成４年の５万２，０００人台を底として増加し，１７年には

８万４，１７５人と戦後最多を記録したが，１８年から減少に転じ，２１年は７万２３４人（前年比２，８９０

人（４．０％）減）であった。

検挙率は，かつて刑法犯全体で７０％前後で推移していたが，昭和６３年から低下傾向が見ら

れ，認知件数の急増に検挙が追い付かず，平成１３年には，刑法犯全体で３８．８％，一般刑法犯

で１９．８％と戦後最低を記録した。しかし，１４年から上昇し，１８年以降は横ばいで推移し，２１

年は，刑法犯全体で５１．７％（前年比０．９pt 上昇），一般刑法犯で３２．０％（同０．４pt 上昇）であっ

た（２頁の１‐１‐１‐１図参照）。
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注　警察庁の統計による。
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１‐１‐２‐１図 窃盗 認知件数・検挙件数・検挙率の推移
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注　警察庁の統計による。

１‐１‐２‐４図 一般刑法犯（窃盗を除く） 認知件数・検挙件数・検挙率の推移

（２）窃盗
窃盗は，平成７年から１３年まで，認知件数の増加と検挙率の低下が続いていたが，最近，

状況の悪化に歯止めが掛かっている。すなわち，認知件数は，１４年に２３７万７，４８８件と戦後最

多を記録した後，１５年から毎年減少し，２１年は，１２９万９，２９４件であり，１４年と比べて１０７万

８，１９４件（４５．４％）の減少となった。また，検挙率は，１４年から毎年上昇し，２１年は，２７．９％

であり，戦後最低であった１３年と比べて１２．２pt の上昇となった。

（３）窃盗を除く一般刑法犯
窃盗を除く一般刑法犯の認知件数は，平成１２年から急増し，１６年に５８万１，４６３件と戦後最

多を記録した後，１７年から減少し続け，２１年は，４０万４，０７５件（前年比４万１，４５９件（９．３％）

減）まで減少した。検挙率は，かつて９０％前後で推移していたものが，１２年から急激に低下

し続け，１６年に３７．８％と戦後最低を記録したが，１７年から上昇に転じて，４３％台で推移

し，２１年は４５．３％（前年比１．８pt 上昇）であった。
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①　殺人
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１‐１‐２‐５図 一般刑法犯（主要罪名） 認知件数・検挙件数・検挙率の推移

主要な罪名別に認知件数，検挙件数及び検挙率を見ると，以下の図のとおりである。

殺人では，認知件数は，おおむね横ばい傾向にあるが，平成１６年から１９年までわずかずつ

減少し続け，２０年はやや増加したものの，２１年は１，０９４件（前年比２０３件（１５．７％）減）と減

少した。検挙率は，安定して高い水準（２１年は９８．２％）を維持している。

そのほかの罪名では，暴行，詐欺，公務執行妨害及び器物損壊において，近年，認知件数

の増加が顕著であったが，最近，減少に転じている。
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注　警察庁の統計による。
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注　警察庁の統計による。
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１‐１‐２‐７図 振り込め詐欺（恐喝） 認知件数・検挙件数・被害総額の推移

振り込め詐欺（恐喝）は，平成２１年には，認知件数及び被害総額が大きく減少（前年比で

それぞれ６４．２％，６５．３％減）する一方，検挙件数は増大（同２８．８％増）し，検挙率も大きく

上昇した。
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２ 特別法犯

平成２１年の特別法犯（条例違反を含む。以下同じ。）の主な統計データは，次のとおりで

ある。

特別法犯の検察庁新規受理人員は，昭和４３年に交通反則通告制度が施行されたことにより

大幅に減少した後，５０年代は２００万人台で推移していたが，６２年に同制度の適用範囲が拡大

された結果，再び大幅に減少し，その後はおおむね減少傾向にある。他方，道交違反を除く

特別法犯では，平成１３年から増加傾向が続き，２０年は前年比７．９％減少したが，２１年は同

１．２％増加した。

平成２１年における道交違反を除く特別法犯の検察庁新規受理人員の罪種別構成比を見る

と，薬物関係（２４．０％），保安関係（２１．９％）の構成比が高い。

注１「薬物関係」は，「覚せい剤取締法」，「大麻取締法」，「麻薬取締法」，「あへん法」，「毒劇法」
及び「麻薬特例法」をいう。

２「保安関係」は，「軽犯罪法」，「火薬類取締法」，「銃刀法」，「酩酊防止法」及び「特殊開錠
用具の所持の禁止等に関する法律」をいう。

平成２１年の主な統計データ（特別法犯）

検察庁新規受理人員 （構成比） （前年比）
① 道路交通法違反 ４８７，１４２人 （８０．６％） （－３８，７２０人， －７．４％）
② 覚せい剤取締法違反 １９，３６５人 （３．２％） （＋１，０９９人， ＋６．０％）
③ 軽犯罪法違反 １６，３９６人 （２．７％） （＋７８４人， ＋５．０％）
④ 廃棄物処理法違反 ８，５７６人 （１．４％） （－１１人， －０．１％）
⑤ 入管法違反 ５，６４８人 （０．９％） （－１，１５３人，－１７．０％）
⑥ 銃刀法違反 ６，９８９人 （１．２％） （＋６３６人，＋１０．０％）
⑦ 保管場所法違反 ５，２３７人 （０．９％） （－２９０人， －５．２％）
⑧ 自動車損害賠償保障法違反 ５，０９２人 （０．８％） （＋２７１人， ＋５．６％）
⑨ 風営適正化法違反 ３，９１５人 （０．６％） （－４７２人，－１０．８％）
⑩ 大麻取締法違反 ４，３９２人 （０．７％） （＋３３４人， ＋８．２％）

その他 ４１，３４６人 （６．８％）

総 数 ６０４，０９８人 （１００．０％） （－３７，６５１人， －５．９％）

【平成２年総数】 【平成２年比】
１，３０７，９４０人 ［－７０３，８４２人，－５３．８％］

注 検察統計年報による。
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人
人
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人
人
人
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人

　裁判所
（裁判確定人員）
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　死刑 
　懲役・禁錮
　　うち執行猶予
　罰金 
　拘留・科料 

無罪人員 

　刑事施設
入所受刑者

　保護観察所
（保護観察開始人員）
仮釈放
保護観察付執行猶予

入　所

刑事施設刑事施設

満期釈放

163 万 9,614

11 万 8,547
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17

７万 1,993
４万 2,945
42 万 7,600

3,102

75

人
人

１万 4,854
3,671

２万 8,293

注　１　検察統計年報，矯正統計年報及び保護統計年報による。
　　２　「検察庁」の人員は，事件単位の延べ人員である。例えば，１人が２回送致された場合には，２人として計上している。

平成21年（少年を含む。）

２‐１‐１図 刑事司法手続（成人）の流れ

３ 刑事司法手続
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（平成21年）

 （人員）

注　検察統計年報による。

36.86.866.86.86.8.8.8888888888888888336.8

総　　数
1,639,614人

63.2

自動車
運転過失
致死傷等
43.8
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刑法犯
9.7
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30.0

特
別
法
犯

刑
法
犯

その他
の特別
法犯
6.8

刑法犯 1,035,516
　自動車運転過失致死傷等 717,701
　窃盗 158,318
　その他刑法犯 159,497
特別法犯 604,098
　道交違反 492,379
　その他特別法犯 111,719

２‐２‐１‐１図 検察庁新規受理人員（罪種別）

４ 検察

平成２１年における検察庁新規受理人員（少年事件を含む。）の総数は，１６３万９，６１４人であ

り，前年より６万１，２０３人（３．６％）減少した。刑法犯は，１０年から増加していたが，１７年か

ら減少に転じ，２１年は１０３万５，５１６人（前年比２．２％減）であった。特別法犯は，１２年から減

少傾向が続いており，２１年は６０万４，０９８人（同５．９％減）であった。

刑法犯では，自動車運転過失致死傷等が７１万７，７０１人と多数を占め，一般刑法犯は３１万

７，８１５人であった。一般刑法犯では，多い順に，窃盗１５万８，３１８人，横領（遺失物等横領を含

む。）３万２，４８７人，傷害２万７，００６人，詐欺１万９，９５１人であった。特別法犯では，道交違反

は４９万２，３７９人であり，道交違反を除く特別法犯は１１万１，７１９人であった。

平成２１年における検察庁終局処理人員は，１６４万８，７００人（前年比６万２，１６４人（３．６％）減）

であり，その内訳は，公判請求１１万８，５４７人，略式命令請求４４万１，０４７人，起訴猶予８５万

９，７６８人，その他の不起訴７万４，４５５人，家庭裁判所送致１５万４，８８３人であった。公判請求人

員は，７年から毎年増加していたが，１７年から減少に転じ，２１年も前年より１，２４８人（１．０％）

減少した。

その他のポイント

・ 平成２１年において，身柄率は３０．３％，勾留請求率は９３．３％であった。

・ 勾留請求却下率は，平成１５年から上昇傾向にあり，２１年は，０．９３％であった。
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罪 名 総 数

有 罪

そ の 他死 刑
懲 役 ・ 禁 錮

罰金等無 期 有 期
（A）

うち執行
猶予（B）

執行猶予率
B
A（％）

うち保護
観 察 付

総 数 ７５，１２８ ９ ６９ ７１，８０２ ４２，５６９ ５９．３ ３，６２２ ２，８５３ ３１０
（８５）

地 方 裁 判 所 ６４，７５１ ９ ６９ ６３，４３４ ３７，２７２ ５８．８ ２，９４４ １，０２８ １４３
（６８）

刑 法 犯 ３８，４６９ ９ ６８ ３７，７６２ ２０，８２０ ５５．１ ２，１２８ ４８８ ８６
殺 人 ４９５ ５ １８ ４６５ ９８ ２１．１ ２７ ― ５
強 盗 １，３３９ ４ ５０ １，２８２ ２１６ １６．８ ８５ ― ２
傷 害 ４，３１１ ― ― ４，１５２ ２，２６１ ５４．５ ３６３ １４１ ８
窃 盗 １１，８１４ ― ― １１，６５１ ４，７９１ ４１．１ ６８６ １４３ １４
詐 欺 ５，４２２ ― ― ５，４１３ ２，７５１ ５０．８ ２５４ ― ７
恐 喝 １，１１０ ― ― １，１０３ ６１４ ５５．７ ８６ ― ２
横 領 ６２０ ― ― ６０４ ３０３ ５０．２ ２６ １２ １
強 姦 等 ２，１０１ ― ― ２，０７７ １，２１６ ５８．５ ２００ １５ ３
危険運転致死傷 ２２１ ― ― ２２０ １４４ ６５．５ ７ ― １
自動車運転過失致死傷・業過 ５，６４８ ― ― ５，５３９ ５，０３６ ９０．９ ８９ ７４ ２３
放 火 ３３６ ― ― ３３４ １２１ ３６．２ ５８ ― ―
公務執行妨害 ４６１ ― ― ４３４ ３１０ ７１．４ ２０ ２１ １
毀棄・隠匿 ６０２ ― ― ５６３ ３１９ ５６．７ ４４ ３８ １
偽 造 １，５６６ ― ― １，５６０ １，２３３ ７９．０ ５１ １ ４
暴力行為等処罰法 ４２３ ― ― ４０３ １７３ ４２．９ ２８ １８ １
組織的犯罪処罰法 ３０２ ― ― ３００ １１９ ３９．７ ６ １ １
そ の 他 １，６９８ ― ― １，６６２ １，１１５ ６７．１ ９８ ２４ １２

特 別 法 犯 ２６，２８２ ― １ ２５，６７２ １６，４５２ ６４．１ ８１６ ５４０ ５７
公職選挙法 ２８ ― ― ２７ ２６ ９６．３ ― １ ―
銃 刀 法 ２５９ ― １ ２１９ ６７ ３０．６ １２ ３６ ２
児童福祉法 １９６ ― ― １９５ １３５ ６９．２ １２ １ ―
廃棄物処理法 ４１８ ― ― ３１６ ２７９ ８８．３ ５ ９６ ６
覚せい剤取締法 １０，２７７ ― ― １０，２６０ ４，１１９ ４０．１ ４３４ ― １３
大麻取締法 １，６４７ ― ― １，６４６ １，４２１ ８６．３ ３１ ― １
麻薬取締法 ２７９ ― ― ２７８ ２１６ ７７．７ ５ ― ―
麻薬特例法 ８０ ― ― ８０ １１ １３．８ ２ ― ―
税 法 等 ２６９ ― ― １７６ １５９ ９０．３ ３ ９２ １
出 資 法 ２４１ ― ― ２３７ １９５ ８２．３ ２ ４ ―
入 管 法 １，５０８ ― ― １，４９９ １，４０１ ９３．５ ― ９ ―
道 交 違 反 ８，４７９ ― ― ８，３１３ ６，７３６ ８１．０ ２１３ １３７ ２７
そ の 他 ２，６０１ ― ― ２，４２６ １，６８７ ６９．５ ９７ １６４ ７

簡 易 裁 判 所 １０，３７７ … … ８，３６８ ５，２９７ ６３．３ ６７８ １，８２５ １６７
（１７）

刑 法 犯 ９，８３１ … … ８，３６８ ５，２９７ ６３．３ ６７８ １，３３９ １１１
傷 害 ２７１ … … ― ― ― ― ２４２ ２５
窃 盗 ８，６７９ … … ７，９４０ ５，０９１ ６４．１ ６５３ ７１０ ２９
盗品譲受け等 １０ … … １０ ９ ９０．０ ２ ― ―
住 居 侵 入 ２４７ … … ２０１ １０９ ５４．２ １２ ４５ １
過 失 傷 害 １６１ … … ― ― ― ― １０６ ４８
そ の 他 ４６３ … … ２１７ ８８ ４０．６ １１ ２３６ ８

特 別 法 犯 ５４６ … … ― ― ― ― ４８６ ５６
公職選挙法 ２ … … ― ― ― ― １ １
銃 刀 法 ８１ … … ― ― ― ― ８１ ―
道 交 違 反 １９５ … … ― ― ― ― １６５ ２６
そ の 他 ２６８ … … ― ― ― ― ２３９ ２９

２‐３‐２‐１表 地方・簡易裁判所の終局処理人員（罪名別・裁判内容別）
（平成２１年）

注 １ 司法統計年報及び最高裁判所事務総局の資料による。
２ 「罰金等」は，拘留，科料及び刑の免除を含む。
３ 「その他」は，免訴，公訴棄却，管轄違い及び正式裁判請求の取下げである。
４ 「傷害」は，危険運転致死傷を除く刑法第２編第２７章の罪をいう。
５ 「強姦等」は，刑法第２編第２２章の罪をいう。
６ 「毀棄・隠匿」は，刑法第２編第４０章の罪をいう。
７ 「税法等」は，所得税法，法人税法，相続税法，地方税法，酒税法，消費税法及び関税法の各違反をいう。
８ （ ）内は，無罪人員である。

５ 裁判

裁判確定人員は，平成１２年から毎年減少し，２１年は，５０万３，２４５人（前年比５．１％減）と１０
年で半減している。その減少は，道交違反の人員の減少によるところが大きい。
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平成２１年における通常第一審での罪名別の終局処理人員を見ると，地方裁判所では，窃盗

が１万１，８１４人（１８．２％）と最も多く，次いで，覚せい剤取締法違反１万２７７人（１５．９％），

道交違反８，４７９人（１３．１％），自動車運転過失致死傷・業過５，６４８人（８．７％）の順であった。

簡易裁判所では，窃盗が８，６７９人（８３．６％）と最も多く，次いで，傷害２７１人（２．６％），住居

侵入２４７人（２．４％），道交違反１９５人（１．９％）の順であった。

平成２１年における略式手続による終局処理人員は，道交違反（７３．８％）と自動車運転過失

致死傷・業過（１４．０％）で大部分を占めている。

その他のポイント

・ 平成２１年の無罪確定者は，７５人であり，裁判確定人員総数の０．０１％であった。

・ 平成２１年における有罪人員に占める死刑言渡人員の比率は，殺人（自殺関与・同意殺人・

予備を除く。）では１．１％（５人），強盗致死（強盗殺人を含む。）では５．１％（４人）であった。

また，無期懲役言渡人員の比率は，殺人では３．９％（１８人），強盗致死傷（強盗殺人を含む。）・

強盗強姦では８．１％（５０人）であった。そのほか，同年に無期懲役の言渡しを受けた者は，銃

刀法違反（営利目的輸入）１人であった。

・ 平成２１年に地方裁判所で公判前整理手続に付された事件の人員の総数は２，２２５人であり，そ

のうち裁判員裁判事件の人員の総数は１４２人であった。

・ 平成２１年に即決裁判手続に付された者の人員は，総数で４，４７０人であり，罪名別に見ると，

覚せい剤取締法違反１，１４０人（２５．５％），道路交通法違反９３４人（２０．９％），入管法違反８００人

（１７．９％），窃盗７３４人（１６．４％）の順であった。

・ 平成２１年の通常第一審における被告人の勾留率は，地方裁判所で８０．２％，簡易裁判所で

８４．２％であり，保釈率は，それぞれ１７．４％，６．１％であった。
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注　１　矯正統計年報及び総務省統計局の人口資料による。
　　２　「年末収容人員」は，各年12月31日現在の収容人員である。
　　３　「その他」は，死刑確定者，労役場留置者，引致状による留置者，被監置者及び観護措置の仮収容者である。
　　４　「年末人口比」は，各年12月31日現在の収容人員の人口比である。

受刑者

未決拘禁者
8,060

その他
 1,239

65,951

２‐４‐１‐１図 刑事施設の収容人員・人口比の推移

６ 成人矯正

刑事施設の年末収容人員は，平成５年から毎年増加し続け，１８年に昭和３１年以降で最多と

なる８万１，２５５人を記録したが，平成１９年から減少に転じ，２１年末現在は，７万５，２５０人（労

役場留置者１，１３２人を含む。）であった。

収容率（収容定員に対する年末収容人員の比率）は，平成５年から１４年に大幅に上昇した

が，１７年から毎年低下し続けている。２１年末現在において，収容率は，収容定員９万３５４人

（このうち既決の収容定員は７万２，３１１人）に対し，８３．３％（既決９２．８％，未決４５．３％）であ

り，収容人員が収容定員を超えている刑事施設（本所に限る。）は，７７施設中２０施設（２６．０％）

であった。
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注　１　矯正統計年報及び総務省統計局の人口資料による。
　　２　「人口比」は，入所受刑者の人員の人口比であり，「女子人口比」は，女子の入所受刑者の人員の人口比である。
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２‐４‐１‐３図 入所受刑者の人員・人口比の推移（男女別）

入所受刑者（裁判が確定し，その執行を受けるため，各年中に新たに入所するなどした受

刑者をいう。）の人員は，平成４年に戦後最少（２万８６４人）を記録した後，増加し続けてい

たが，１９年からは毎年減少し，２１年は２万８，２９３人であった。女子について見ると，４年に

は９１４人であったが，その後増加し続け，１８年には２，３３３人まで増加し，２１年も２，１７０人（前

年比１．１％減）と４年の約２．４倍と高水準にある。

その他のポイント

・ 平成２１年の入所受刑者の罪名別構成比を見ると，窃盗（３２．８％）と覚せい剤取締法違反

（２１．５％）が顕著に高い。
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注　１　行刑統計年報及び矯正統計年報による。
　　２　女子の満期釈放者及び仮釈放者の人員の推移等については，CD-ROM参照。

２‐５‐１‐１図 出所受刑者人員・仮釈放率の推移

７ 更生保護

（１）仮釈放審理
仮釈放審理を開始した人員は，平成８年から増加傾向にあったが，１７年に減少に転じ，若

干の増減を経て，２１年は１万６，５５７人（前年比４．９％減）であった。

仮釈放が許可された人員と許可されなかった人員（仮釈放の申出が取り下げられた者を除

く。）の合計に占める後者の比率は，平成５年以降は２％前後で推移していたが，１７年に上

昇し，１８年からは４％台となり，２１年は４．３％であった。

その他のポイント

・ 平成２１年の仮釈放率は，４９．２％であった。

・ 刑の執行率（執行すべき刑期に対する執行した期間の比率）が低い段階で仮釈放が許され

る定期刑受刑者の構成比は，近年，低下傾向にある。

・ 無期刑受刑者の仮釈放許可人員は，平成２１年は６人であった。刑の執行期間が２０年以内で

仮釈放が許可された者は，１５年以降はない。
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注　法務統計年報，保護統計年報及び検察統計年報による。

２‐５‐２‐１図 保護観察開始人員・保護観察率の推移

（２）保護観察
仮釈放者の保護観察開始人員は，平成８年から増加傾向にあったが，１７年からはやや減少
傾向にある。保護観察付執行猶予者については，１３年から減少傾向にある。
保護観察率（執行猶予言渡人員に占める保護観察付執行猶予言渡人員の比率）は，昭和３８
年の２０．６％を最高に，以後，上昇と低下を繰り返しながらも，ほぼ同水準で推移していた
が，５０年代後半から大幅な低下傾向にあり，平成２０年には８．３％にまで低下し，２１年は，若
干上昇して８．７％であった。

平成２１年における保護観察終了人員のうち，仮釈放者の９５．３％，保護観察付執行猶予者の
７０．４％が，期間満了で保護観察を終了している。他方，取消しで終了した者は，仮釈放者
（仮釈放取消し）では４．３％（６５６人）であり，保護観察付執行猶予者（執行猶予取消し）で
は２６．６％（１，２１７人）であった。

その他のポイント
・ 保護観察期間は，仮釈放者では，１年以内である者がほとんどであり，６月以内である者
で７割以上を占め，保護観察付執行猶予者では，３年以上の者がほとんどである。

・ 平成２１年における保護観察の開始時及び終了時の就労状況別構成比を見ると，仮釈放者，
保護観察付執行猶予者共に，終了時は，開始時と比較すると，有職者の構成比が高かった。
もっとも，仮釈放者の３０．３％，保護観察付執行猶予者の３５．８％が，無職のままで保護観察を
終了している。

・ 平成２１年に新たに更生保護施設に委託を開始した人員は６，３８０人であり，そのうち，仮釈放
者は３，６０８人（５６．６％），刑の執行終了者は８３４人（１３．１％）であった。

・ 平成２２年１月１日現在，保護司の人員は，４万８，８５１人である。そのうち，女性は，１万
２，５８５人（２５．８％）であり，女性の比率は，ほぼ一貫して上昇している。保護司の平均年齢は，
同日現在，６３．６歳である。
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注　警察庁の統計による。

来日外国人検挙件数
その他の外国人検挙件数

来日外国人検挙人員
その他の外国人検挙人員

３‐１‐２‐１図 外国人による一般刑法犯 検挙件数・検挙人員の推移

８ 外国人による犯罪

来日外国人による一般刑法犯の検挙件数は，平成１４年から急増し，１７年に過去最多となっ
たが，その後，減少に転じ，２１年は２万５６１件（前年比１１．４％減）であった。その検挙人員
は，１６年に過去最多となった後，減少に転じ，２１年は前年とほぼ同水準の７，１９０人（同０．６％
増）であった。来日外国人以外の外国人も合わせた外国人による一般刑法犯の検挙件数
は，１７年に過去最多の４万３，６２２件を記録した後，１８年から減少に転じ，２１年は３万５６９件
（前年比１１．７％減）であった。また，外国人の検挙人員は，１１年から増加し，１７年に過去最
多の１万４，７８６人を記録した後，減少に転じ，２１年は１万２，３６５人（同２．０％減）であった。
同年における一般刑法犯検挙人員総数（３３万２，８８８人）に占める外国人の比率は３．７％であっ
た。

来日外国人による特別法犯の送致件数は，平成１６年に過去最多を記録した後，減少に転
じ，２１年は，７，２７５件（前年比９．６％減）であった。
平成２１年における外国人の入所受刑者は，１，３９２人（前年比７．３％減）であった。F指標入
所受刑者（日本人と異なる処遇を必要とする者）の人員は，１０年から急増し，１６年に１，６９０
人まで増加したが，１７年から毎年減少し続け，２１年は８４４人であった。

その他のポイント
・ 平成２１年における来日外国人による一般刑法犯の検挙件数の罪名別構成比を見ると，窃盗
が８０．０％を占めているが，その検挙件数は，１８年から減少し続けている。他方，傷害・暴行
の検挙件数は，近年，増加が著しい。
・ 平成２１年における来日外国人被疑事件（一般刑法犯及び道交違反を除く特別法犯に限る。）
の検察庁新規受理人員の国籍等別構成比を見ると，地域別では，アジアが７９．３％を占め，国
籍等別では，中国（香港及び台湾を含む。）（３４．２％），韓国・朝鮮（１７．９％），フィリピン
（９．６％），ブラジル（８．７％），ベトナム（５．２％）の順であった。
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注　１　警察庁刑事局の資料による。
　　２　一般刑法犯及び交通法令違反を除く特別法犯に限る。

特別法犯

一般刑法犯

３‐２‐２‐１図 暴力団構成員等の検挙人員の推移

９ 暴力団犯罪者

暴力団構成員等（暴力団の構成員及び準構成員）の検挙人員（一般刑法犯及び交通法令違
反を除く特別法犯に限る。）は，平成元年以降３万人台で推移していたが，１６年からは３万
人を下回り，２１年は２万６，５０３人（前年比１．７％増）であった。罪名別に見ると，覚せい剤取
締法違反が最も多く，次いで，窃盗，傷害，詐欺，恐喝の順であった。

平成２１年における暴力団構成員等の検挙人員の検挙人員総数に占める比率は，全体では
６．４％であり，罪名別に見ると，一般刑法犯では，賭博（５７．３％），逮捕監禁（５２．０％），恐
喝（４５．４％）で高く，特別法犯では，自転車競技法違反（９１．９％），競馬法違反（８９．７％），
覚せい剤取締法違反（５３．３％）で高い。

平成２１年における暴力団関係者（集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがあ
る組織の構成員及びこれに準ずる者）の起訴率は，一般刑法犯及び道交違反を除く特別法犯
の全体で６８．２％であり，検察庁全終局処理人員において４７．９％であったのと比べて顕著に高
い。

平成２１年における暴力団関係者（犯行時において，暴力団対策法に規定する指定暴力団等
の構成員及びこれに準ずる者）の入所受刑者人員は，２，９６０人であり，入所受刑者総数の
１０．５％を占める。そのうち，２年を超える刑期の者（無期刑を含む。）の構成比は４８．１％，
入所度数が２度以上の者の構成比は７８．１％であり，いずれも入所受刑者全体と比べて高い。

その他のポイント
・ 暴力団相互の対立抗争事件数は，近年，減少傾向にあり，平成２１年は４件（うち銃器使用
事件は１件）であった。また，同年における暴力団構成員等による銃器使用犯罪の検挙件数
は，３５件であった。
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注　１　内閣府の資料による。ただし，平成19年までは，厚生労働省医薬食品局，警察庁刑事局及び海上保安庁警備救難部の資
料による。

　　２　覚せい剤に係る麻薬特例法違反の検挙人員を含む。

３‐３‐１‐１図 覚せい剤取締法違反 検挙人員の推移

１０ 薬物犯罪者

覚せい剤取締法違反（覚せい剤に係る麻薬特例法違反を含む。）の検挙人員は，昭和２９年

に５万人台を数え，最初のピークを迎えたが，その後は急激に減少した。しかし，４５年以

降，増加に転じ，５９年には２万４，３７２人となり，２番目のピークを迎えた。その後，減少傾

向に転じ，平成元年に２万人を割った後は，６年まで横ばいで推移していたが，７年以降，

再び増加傾向に転じ，９年には２万人近くに達した。最近では，１３年以降，おおむね減少傾

向にある。
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注　１　内閣府の資料による。ただし，平成19年までは，厚生労働省医薬食品局，警察庁刑事局及び海上保安庁警備救難部の資
料による。      

　　２　大麻，麻薬・向精神薬及びあへんに係る各麻薬特例法違反の検挙人員を含む。

３‐３‐１‐４図 大麻取締法違反等 検挙人員の推移

大麻取締法違反（大麻に係る麻薬特例法違反を含む。）の検挙人員は，平成１３年以降，顕

著な増加傾向にあり，２１年には，３，０８７人まで増加し，１２年の約２．５倍となった。麻薬取締法

違反（麻薬・向精神薬に係る麻薬特例法違反を含む。）についても，１３年以降，増加傾向に

あったが，２１年は，前年比２８．６％減少し，４２９人であった。

覚せい剤取締法違反による入所受刑者の人員は，近年，ほぼ横ばいで推移しているが，女

子は，増加傾向にある。

その他のポイント

・ 毒劇法違反の送致人員は，平成８年以降，１万人を割り，２１年は，１，３７２人で，昭和５７年の

ピーク時の３．７％に減少している。

・ 平成２１年における麻薬特例法違反の検挙件数は，５３件であり，通常第一審における没収・

追徴金額は，約１５億円であった。
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注　１　警察庁の統計による。
　　２　犯行時の年齢による。
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３‐４‐１‐１図 一般刑法犯 検挙人員の推移（年齢層別）

注　１　警察庁の統計及び総務省統計局の人口資料による。
　　２　犯行時の年齢による。
　　３　「人口比」は，各年齢層の一般刑法犯検挙人員の人口比をいう。

（平成２年～ 21年）
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３‐４‐１‐２図 一般刑法犯 検挙人員の人口比の推移（年齢層別）

１１ 高齢者による犯罪

高齢者の検挙人員は，他の年齢層の者とは異なり，近年，増加傾向が著しく，平成２１年は
４万８，１１９人と，前年比でわずかに減少したが，依然として高水準にある。

高齢者の一般刑法犯検挙人員の人口比は，他の年齢層より相対的に低い。しかしながら，
年齢層別の人口比の伸び率を見ると，平成２１年の人口比は，２年との比較で，２０～２９歳が約
１．３倍，３０～３９歳が約１．５倍，４０～４９歳が約１．４倍，５０～６４歳が約２．１倍に上昇しているにすぎ
ないのに対し，高齢者では，約３．９倍にまで上昇しており，高齢犯罪者の人口比の上昇は著
しい。このように，最近の高齢犯罪者の増加の勢いは，高齢人口の増加をはるかに上回って
いる。
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注　１　警察庁の統計による。
　　２　犯行時の年齢による。
　　３　「横領」は，遺失物等横領を含む。
　　４　（　）内は，実人員である。

３‐４‐１‐３図 一般刑法犯 高齢者の検挙人員の罪名別構成比（男女別）

平成２１年における高齢者の一般刑法犯検挙人員の罪名別構成比を見ると，窃盗が最も高

く，特に女子では，８９．６％が窃盗であり，しかも万引きによる者が８１．１％と際立って多い。

刑法犯の幾つかの罪名について，平成２１年の高齢者の検挙人員を２年と比較すると，殺人

で約３．１倍，強盗で約１２．９倍，暴行で約５２．６倍，傷害で約９．５倍，窃盗で約６．８倍，遺失物等

横領で約１１．８倍と急激に増加している。

高齢者の入所受刑者人員は，最近２０年間，初入者，再入者共に，ほぼ一貫して増加傾向に

あり，また，入所受刑者全体と比べ，その増加傾向は著しい。

高齢者の保護観察開始人員も，増加傾向にある。なお，高齢者の仮釈放率（平成２１年は

２９．１％）は，出所受刑者全体の仮釈放率（同４９．２％）と比べて低い。高齢者では，引受人が

いないなど，釈放後の定住先が確保できないことが多いことなどによると考えられる。
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注　１　警察庁の統計による。
　　２　「再犯者」は，前に刑法犯又は道路交通法違反を除く特別法犯により検挙されたことがあり，再び検挙された者をいう。
　　３　「再犯者率」は，検挙人員に占める再犯者の人員の比率をいう。

３‐６‐１‐１図 一般刑法犯 再犯者の検挙人員・再犯者率の推移

（%）（%）（千人） （百人）
①　総数 ②　女子

（平成元年～ 21年）

注　１　矯正統計年報による。
　　２　「初入者」は，刑事施設の入所度数が１度の者であり，「再入者」は，刑事施設の入所度数が２度以上の者である。
　　３　「再入者率」は，入所受刑者人員に占める再入者の人員の比率である。
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３‐６‐３‐１図 入所受刑者人員（初入・再入別）・再入者率の推移（総数・女子別）

１２ 再犯者

一般刑法犯により検挙された者のうち，再犯者（前に刑法犯又は道路交通法違反を除く特
別法犯により検挙されたことがあり，再び検挙された者）の人員は，平成９年から増加し続
けていたが，１９年からは３年連続で若干減少し，２１年は１４万４３１人（前年比０．４％減）であっ
た。再犯者率（検挙人員に占める再犯者の人員の比率）は，９年から一貫して上昇し続け，２１
年は４２．２％（同０．７pt 上昇）であった。

入所受刑者のうち，再入者（刑事施設の入所度数が２度以上の者）の人員は，平成１１年か
ら毎年増加し，１９年からは横ばい状態にあり，２１年は１万５，５１８人であった。再入者率（入
所受刑者人員に占める再入者の人員の比率）は，１６年から毎年上昇し続け，２１年は５４．８％で
あった。
女子について見ると，再入者の人員は，平成１２年以降，増加傾向にあり，２１年は８２８人で
あった。再入者率は，男子と比べて低いが，１７年からは毎年上昇し続けている。
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注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　前刑出所前の犯罪により再入所した者並びに前刑出所事由が満期釈放及び仮釈放以外の者を除く。
　　３　「累積再入率」は，①では平成17年の出所受刑者の人員に占める同年から21年までの各年の年末までに再入所した者の累

積人員の比率を，②では12年の出所受刑者の人員に占める同年から21年までの各年の年末までに再入所した者の累積人員
の比率をいう。
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３‐６‐３‐２図 出所受刑者の出所事由別累積再入率
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注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　前刑出所前の犯罪により再入所した者並びに前刑出所事由が満期釈放及び仮釈放以外の者を除く。
　　３　「累積再入率」は，①では平成17年の出所受刑者の人員に占める同年から21年までの各年の年末までに再入所した者の累

積人員の比率を，②では12年の出所受刑者の人員に占める同年から21年までの各年の年末までに再入所した者の累積人員
の比率をいう。
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３‐６‐３‐３図 出所受刑者の入所度数別累積再入率

平成１２年及び１７年の出所受刑者について，出所年を含む５年又は１０年の間，各年の年末ま
でに再入所した者の累積再入率（累積人員の比率）を出所事由別（満期釈放又は仮釈放の別）
に比較すると，満期釈放者は，仮釈放者よりも累積再入率は相当高い。１２年の出所受刑者に
ついて見ると，１０年内の累積再入率は，満期釈放者では６５．６％，仮釈放者では４４．１％である
が，５年内に再入所した者は，それぞれ，１０年内に再入所した者の８９．２％，８１．６％を占めて
いる。入所度数別に比較すると，入所度数が多いほど累積再入率は高く，特に入所度数が１
度の者と２度の者の差は顕著であり，２度以上の者は，ほぼ半数を超える者が５年内に再入
所し，入所度数を重ねるに従って，改善更生の困難さが増していくことがうかがわれる。
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（昭和21年～平成21年）

成人人口比

少年人口比

少年刑法犯検挙人員

132,594

1,102.4

897.6

注　１　警察庁の統計及び総務省統計局の人口資料による。
　　２　触法少年の補導人員を含む。
　　３　昭和45年以降は，自動車運転過失致死傷等による触法少年を除く。
　　４　「少年人口比」は, 10歳以上の少年の刑法犯検挙（補導）人員の人口比であり,「成人人口比」は,  成人の刑法犯検挙人員

の人口比である。

４‐１‐１‐１図 少年による刑法犯 検挙人員・人口比の推移

１３ 少年非行の動向

少年による刑法犯の検挙人員（触法少年の補導人員を含む。）の推移には，昭和２６年，３９

年及び５８年をピークとする三つの大きな波が見られる。５９年以降は，平成７年まで減少傾向

にあり，その後，若干の増減を経て，１６年から毎年減少し続け，２１年は，１３万２，５９４人（前

年比１．４％減）であった。人口比についても，１６年から２１年まで毎年低下している。２１年の

検挙人員は，昭和３０年前後と同程度の水準であるが，人口比で見ると，第二の波があった３９

年ころと同程度の水準にある。

平成２１年における少年による一般刑法犯の検挙人員を罪名別に見ると，窃盗の構成比が

６１．６％と最も高い。
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注　１　警察庁の統計による。
　　２　犯行時の年齢による。
　　３　「薬物犯罪」は，覚せい剤取締法，大麻取締法，麻薬取締法，あへん法及び毒劇法の各違反をいう。
　　４　交通法令違反を除く。

４‐１‐２‐１図 少年による特別法犯 送致人員の推移

少年による特別法犯（交通法令違反を除く。）の送致人員は，昭和３８年及び５８年をピーク

とする大きな波が見られた後，減少傾向にあるが，平成２１年は前年に引き続き若干増加した

（前年比３．９％増）。罪名別に見ると，昭和４０年代の後半からは，薬物犯罪が高水準にあった

が，近年は減少傾向にある。

その他のポイント

・ 出生年（推計による。）が昭和４７年，５３年，５９年及び平成２年の者について，１２～１９歳の各

年齢時における非行少年率（一般刑法犯検挙（補導）人員の人口比をいう。）を見ると，いず

れの出生年の者も，非行少年率は，１４歳又は１５歳時にピークがあり，年齢が高くなるにつれ

大きく低下している。

・ 暴走族の構成員数及びグループ数は，近年，減少傾向にある。

・ 少年による家庭内暴力事件の認知件数は，昭和５９年から減少傾向にあったが，平成１２年に

急増して以降は，１，０００件を超える状態が続き，２１年は１，１８１件であった。

・ 校内暴力事件の事件数及び検挙・補導人員は，昭和５０年代後半から減少傾向にあり，平成

８年には４４８件，８９７人にまで減少したが，近年はおおむね増加傾向にあり，２１年は１，１２４

件，１，３５９人であった。



―２９―

犯罪少年

検　挙 発　見

ぐ犯少年
触法少年

一般人
警察等

通告
送致

通告
送致

警察等
交通反則金

）
送
逆
（致
送
官
察
検

所
談
相
童
児

致
送
等
長
所
談
相
童
児

家庭裁判所
送致

送　致

受　理

検察庁

送　致

受　理 受理 受理

受理

送致

受理
逆送後の起訴

少年鑑別所 家庭裁判所
裁判所

無罪等

罰金等

受理

実刑
有　罪

致
送
院
年
少 保 

護 

観 

察 致
送
等
設
施
援
支
立
自
童
児

16歳までの収容

16歳以上の移送

入所

予
猶
行
執

予
猶
行
執
付
察
観
護
保

刑執行
終　了

仮釈放

入院

仮退院
院
退

院
年
少

解除等 期間満了等

保 護 観 察 の 開　　始

保護観察所

理
受

児童福祉法
上の措置

審判不開始

不処分

新規受理人員 15万 6,885人

入所人員    １万 4,559人

入院者　 3,962人

入所受刑者　　　　　　　  54人

（保護観察開始人員)２万 9,963人
少年院仮退院者 3,869人
保護観察処分少年 ２万 6,094人

保護観察所

少年鑑別所

少年院

検察庁

刑事施設（少年刑務所等）

（終局処理人員）
検察官送致
保護処分
（うち児童自立支援施設等送致 312人）
知事・児童相談所長送致
不処分
審判不開始

14万 9,003人
6,517人

３万 445人

229人
２万 6,350人
８万 5,462人

家庭裁判所

設
施
事
刑

）
等
所
務
刑
年
少
（

取消等

注　１　検察統計年報，司法統計年報，矯正統計年報及び保護統計年報による。
　　２　「児童自立支援施設等送致」は，児童自立支援施設・児童養護施設送致である。

平成21年における人員

４‐２‐１‐１図 非行少年に対する手続の流れ

１４ 非行少年に対する手続
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（昭和24年～平成21年）
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3,544

418
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注　少年矯正保護統計，少年矯正統計年報及び矯正統計年報による。

４‐２‐４‐１図 少年院入院者の人員の推移（男女別）

１５ 少年院

少年院の入院者（少年院送致の決定により新たに入院した者）の人員は，昭和４９年に戦後

最低（１，９６９人）となった後，増減を繰り返し，最近１０年間では，平成１２年（６，０５２人）をピー

クに減少傾向にある。

その他のポイント

・ 平成２１年における少年院入院者の非行名別構成比を見ると，男子では，女子と異なり，覚

せい剤取締法違反（１．４％），ぐ犯（２．３％）の構成比が顕著に低い。また，年齢層が上がるに

つれて，男子では，傷害・暴行の構成比が低下し，女子では，ぐ犯，傷害・暴行の構成比が

低下し，覚せい剤取締法違反の構成比（年長少年で４３．２％）が顕著に上昇している。

・ 少年院入院者の保護者別構成比を見ると，最近，保護者が実母のみである者の構成比が上

昇傾向にあり，平成２１年における保護者が実父母である者の構成比は，１１年と比べて１７．０pt

低い。
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（昭和24年～平成21年）

注　法務統計年報及び保護統計年報による。
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交通短期保護観察の対象者
  9,908

保護観察処分少年（短期及び交
通短期保護観察の対象者を除く）
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短期保護観察の対象者
  3,665

少年院仮退院者
  3,869211510５平成元60555045403530昭和24

29,963

（万人）

４‐２‐５‐１図 少年の保護観察開始人員の推移

１６ 少年の保護観察

保護観察処分少年（家庭裁判所の決定により保護観察に付された者）の保護観察開始人員

は，平成２年に過去最多の７万３，７７９人を記録したが，その後は減少傾向にあり，２１年は２

万６，０９４人（前年比４．０％減）であった。少年院仮退院者の保護観察開始人員は，９年から増

加し，１４年に５，８４８人まで増加したが，その後，毎年減少し，２１年は３，８６９人（同３．１％減）で

あった。

その他のポイント

・ 保護観察開始人員の居住状況別構成比を見ると，最近，保護観察処分少年，少年院仮退院

者のいずれについても，「両親と同居」の者の構成比が低下し，「母と同居」の者の構成比が

上昇している。

・ 平成２１年における保護観察終了人員の終了事由別構成比を見ると，保護観察処分少年につ

いては，良好措置である解除で保護観察が終了した者は７４．７％であり，保護処分取消しで終

了した者は１５．８％であった。少年院仮退院者については，良好措置である退院で終了した者

は２０．０％であり，不良措置である戻し収容又は保護処分取消しで終了した者は，それぞれ

０．６％，１６．０％であった。
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（昭和55年～平成21年）

0

10

20

30

40

50

60

70

211510５平成元60昭和55
0

10

20

30

40

再非行少年率

検挙人員

31.3

28,295

検　

挙　

人　

員

再
非
行
少
年
率

注　１　警察庁の統計による。
　　２　犯行時の年齢による。
　　３　検挙時に20歳以上であった者を除く。
　　４　｢再非行少年」は，前に道路交通法違反を除く非行により検挙（補導）されたことがあり，再び検挙された少年をいう。
　　５　｢再非行少年率」は，少年の一般刑法犯検挙人員に占める再非行少年の人員の比率をいう。

４‐４‐１図 少年の一般刑法犯 再非行少年の検挙人員・再非行少年率の推移

１７ 少年の再非行

一般刑法犯により検挙された少年のうち，再非行少年（前に道路交通法違反を除く非行に

より検挙（補導）されたことがあり，再び検挙された少年）の人員は，平成１６年から２１年ま

で毎年減少しているが，再非行少年率（少年による一般刑法犯検挙人員に占める再非行少年

の人員の比率）は，９年を底として翌年から毎年上昇を続け，２１年は３１．３％であった。

平成１２年から１７年までの間に少年院を出院した者のうち，出院年を含む５年間に再入院

（新たな少年院送致決定による再入院をいう。）又は刑事施設への入所（初入受刑者としての

入所に限る。）をした者の比率は，それぞれ１５．４～１７．４％，８．７～９．６％であった。

平成２１年における入所受刑者の保護処分歴別構成比を見ると，保護処分歴がある者の占め

る比率は，若い年齢層の者ほど高く，また，どの年齢層においても，入所度数が２度以上の

者では，入所度数が１度の者と比べて顕著に高い。
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（平成12年～ 21年）
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注　１　警察庁の統計及び総務省統計局の人口資料による。
　　２　被害者が法人その他の団体である場合を除く。
　　３　｢被害発生率」は，人口10万人当たりの認知件数の比率（男女別）をいう。
　　４　一つの事件で複数の被害者がいる場合は，主たる被害者について計上している。

５‐１‐１‐１図 人が被害者となった一般刑法犯 認知件数・被害発生率（男女別）の推移

１８ 犯罪被害者

（被害件数）
人が被害者となった一般刑法犯の認知件数及び被害発生率（人口１０万人当たりの認知件数
の比率）は，いずれも，平成１５年以降，減少・低下している。男子の被害発生率は，おおむ
ね女子の２倍以上である。

一般刑法犯による死傷者総数は，平成１６年まで増加傾向にあったが，１７年から５年連続で
減少している。
財産犯（強盗，窃盗，詐欺，恐喝，横領及び遺失物等横領）の認知件数及び被害総額は，
平成１４年まで増加していたが，１５年から減少している。
強姦及び強制わいせつによる女子の被害は，平成１５年までは認知件数が増加する傾向に
あったが，１６年から減少している。

（被害者参加等）
平成２０年１２月から，被害者参加制度が施行されているが，２１年に通常第一審において被害
者参加の申出があった事件のうち，参加が許可された被害者等の数（延べ人員）は，５６０人
であった。

その他のポイント
・ 平成２１年の公判段階における被害者に配慮した制度の実施状況は，意見陳述１，１１９人，遮へ
い１，０９４人，ビデオリンク２３５人，付添い７９人，刑事和解４６事例，記録の閲覧・謄写１，３４８事例
であった。
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区分 総 数 殺 人 強 盗
致 死

強 盗
致 傷

強 盗
強 姦

傷 害
致 死

強 姦
致死傷

強制わ
いせつ
致死傷

危険運
転致死

現住建
造物等
放 火

通 貨
偽 造 銃刀法

覚せい
剤 取
締 法

麻 薬
特例法 その他

新規受理人員 １，１９８ ２７０ ５１ ２９５ ６１ ７２ １０１ ５８ １３ ９８ ４８ １３ ９０ １ ２７
終局処理人員 １４９ ３６ ３ ４２ １ ９ １４ ９ ― １１ ５ ― １７ ― ２

（参考）裁判員裁判想定対象事件の通常第一審終局処理人員（罪名別）
１６年 ３，３０８ ７９５ １２６ ８９０ １０５ ２７７ ２７０ １４１ ５０ ２９７ １０３ ４０ ８０ ８３ ５１

（３，８００）
１７ ３，２３１ ７９５ １３０ ８７１ ８５ ２１９ ２１３ １３２ ４２ ３０７ １８２ ５１ ５５ ８０ ６９

（３，６３３）
１８ ２，８７８ ６７５ １１２ ８１３ ９０ ２３１ ２３７ １２３ ５１ ２７０ ６６ ３３ ２３ １１０ ４４

（３，１１１）
１９ ２，４３６ ５９０ ７２ ６１１ ６９ １５３ ２０７ １３６ ５０ ２６５ ５０ ２９ ９９ ７３ ３２

（２，６４５）
２０ ２，２０８ ５５７ ７８ ５１１ ６２ ２０１ １８９ １２８ ２９ ２２３ ３９ ９ ５６ ９８ ２８

（２，３２４）
２１ １，９２１ ４６９ ８０ ４８１ ６６ １６６ １２９ ７５ ２０ １７６ ３６ ６ １４１ ６３ １３

（２，１３３）

６‐２‐２表 裁判員裁判対象事件 通常第一審の新規受理・終局処理人員（罪名別）
（平成２１年）

（平成１６年～２１年）

注 １ 最高裁判所事務総局の資料による。
２ 新規受理人員は，受理時に裁判員裁判対象事件であるものの人員をいい，起訴状ごとに算定している。複数の異なる罪
名の裁判員裁判対象事件が起訴された場合は，法定刑の最も重い罪名に計上している。

３ 終局処理人員は，裁判員裁判により審理された事件の終局処理人員（移送等による終局処理人員を含む。）であり，終
局裁判ごとに算定し，終局時の罪名で法定刑の最も重いものによる。

４ 「その他」は，保護責任者遺棄致死，逮捕監禁致死，拐取者身の代金取得等，激発物破裂並びに爆発物取締罰則，組織
的犯罪処罰法及び麻薬取締法の各違反等である。

５ （参考）は，裁判員裁判想定対象事件（裁判員法施行後であったとすれば裁判員裁判の対象となったと想定される事件）
のほか，平成２１年については，裁判員裁判対象事件を含む。

６ （ ）内は，裁判員裁判想定対象事件の新規受理人員である。

１９ 裁判員制度の実施状況

平成２１年における裁判員裁判対象事件（裁判員裁判の対象となった事件）の通常第一審の

新規受理人員は，１，１９８人であり，罪名別に見ると，強盗致傷（２９５人）が最も多く，次いで，

殺人（２７０人），強姦致死傷（１０１人），現住建造物等放火（９８人）の順であった。終局処理人

員は，１４９人であり，強盗致傷（４２人），殺人（３６人），覚せい剤取締法違反（１７人），強姦致

死傷（１４人）の順であった。

平成２１年に通常第一審で終局処理（移送等を除く。）がされた裁判員裁判対象事件におい

て，裁判員候補者名簿登載者の中から選定された候補者のうち，選任手続期日への呼出しが

行われた者（呼出しが取り消された者を除く。）は６，４５３人，そのうち出席した者は５，４１５人

であり，出席者の占める比率（出席率）は８３．９％であった。また，裁判員等（裁判員及び補

充裁判員）に選任された者は１，２１０名であり，裁判員候補者名簿登載者に占める比率（選任

率）は０．４％であった。
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総数
142人

（平成21年）

６回以上
0.7

５回
4.9

４回
24.6

３回
63.4

２回
6.3 ９月以内

11.3

６月以内
25.4

５月以内
38.0

４月以内
22.5

３月以内
2.8

注　１　最高裁判所事務総局の資料による。
　　２　通常第一審で終局処理（移送等を除く。）がされた事件に限る。
　　３　公判中の裁判員裁判対象事件以外の事件に裁判員裁判対象事件が併合されたものを含む。

総数
142人

①　開廷回数別 ②　審理期間別

６‐２‐５図 裁判員裁判対象事件 開廷回数別・審理期間別構成比

罪 名 総 数 死刑

懲 役

無 期２０年を超える
２０ 年
以 下

１５ 年
以 下

１０ 年
以 下
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総 数 １４２〔１，８７６〕 ― 〔９〕 １ 〔６９〕 ３ 〔５１〕 ７ 〔７９〕 ８〔１６７〕 ２９〔３２４〕 ３０〔４０２〕 ２４〔４２０〕 ８ 〔９４〕 １２〔１６２〕２０ 〔９９〕
殺 人 ３３ 〔４５６〕 ― 〔５〕 ― 〔１８〕 １ 〔１７〕 ７ 〔４９〕 ５ 〔８８〕 ２ 〔５１〕 ７ 〔７１〕 ５ 〔７０〕 ― 〔１５〕 ３ 〔５０〕 ３ 〔２２〕
強 盗 致 死 ３ 〔７９〕 ― 〔４〕 １ 〔４５〕 ２ 〔１７〕 ― 〔２〕 ― 〔５〕 ― 〔５〕 ― 〔１〕 ― ― ― ― ― ― ― ―
強 盗 致 傷 ４２ 〔４７８〕 ― ― ― 〔１〕 ― 〔２〕 ― 〔６〕 ― 〔１９〕 １１ 〔７９〕 １１〔１３８〕 １３〔１６０〕 ２ 〔２５〕 ― 〔３２〕 ５ 〔１６〕
強 盗 強 姦 １ 〔５７〕 ― ― ― 〔４〕 ― 〔１２〕 ― 〔８〕 １ 〔９〕 ― 〔１４〕 ― 〔７〕 ― 〔３〕 ― ― ― ― ― ―
傷 害 致 死 ８ 〔１６２〕 ― ― ― ― ― ― ― 〔１〕 ― 〔７〕 １ 〔２７〕 ３ 〔４３〕 １ 〔５４〕 １ 〔１１〕 ２ 〔１８〕 ― 〔１〕
強姦致死傷 １３ 〔１２５〕 ― ― ― ― ― 〔３〕 ― 〔９〕 １ 〔１３〕 ４ 〔２２〕 ２ 〔３５〕 １ 〔３２〕 １ 〔１〕 ― 〔１〕 ４ 〔９〕
強制わいせつ致死傷 ９ 〔７３〕 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 〔８〕 ― 〔４〕 ― 〔１０〕 ２ 〔１３〕 ３ 〔１９〕 ４ 〔１９〕
現住建造物等放火 １１ 〔１７２〕 ― ― ― ― ― ― ― 〔２〕 ― 〔５〕 ２ 〔１７〕 １ 〔２４〕 ３ 〔５４〕 １ 〔１８〕 ２ 〔２７〕 ２ 〔２５〕
通 貨 偽 造 ４ 〔３５〕 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 〔１〕 ― 〔１〕 ― 〔７〕 １ 〔７〕 ２ 〔１３〕 １ 〔６〕
覚せい剤取締法 １６ 〔１３８〕 ― ― ― ― ― ― ― 〔１〕 １ 〔１５〕 ８ 〔７４〕 ６ 〔３６〕 １ 〔１１〕 ― 〔１〕 ― ― ― ―
そ の 他 ２ 〔１０１〕 ― ― ― 〔１〕 ― ― ― 〔１〕 ― 〔６〕 １ 〔２６〕 ― 〔４２〕 ― 〔１９〕 ― 〔３〕 ― 〔２〕 １ 〔１〕

６‐２‐６表 裁判員裁判対象事件 通常第一審における科刑状況（罪名別）
（平成２１年）

注 １ 最高裁判所事務総局の資料による。
２ 禁錮に処せられた者はいなかった。
３ 「その他」は，危険運転致死，逮捕監禁致死，銃刀法違反及び麻薬特例法違反等である。
４ 〔 〕内は，平成２１年に通常第一審で終局した事件（裁判員裁判により審理されていないものを含む。）の人員である。
５ 「単純執行猶予」は，保護観察の付かない執行猶予である。

平成２１年に通常第一審で終局処理（移送等を除く。）がされた裁判員裁判対象事件の開廷

回数は，ほとんどが５回以下であり，３回以下も６９．７％を占め，平均は３．３回であった。ま

た，審理期間は，６月以内のものが８８．７％を占め，平均で５．０月であった。

平成２１年に通常第一審で裁判員裁判により有罪判決を受けた者に対する科刑状況（罪名別）

は，以下のとおりである。




